
保健師等活動報告

堺市南保健センター

主査 神木 弘美

災害派遣（石川県能登町）



年月日 内 容

令和6年1月1日 発災 石川県能登地方（マグニチュード7.6）

1月3日 厚生労働省から保健師等の派遣可否について各都道府県に照会

1月4日 保健師等の派遣について協議

1月5日 派遣場所が能登町に決定

1月6日 第1班を能登町へ派遣（保健師2人・ロジ2人）

1月12日 大阪府DHEATチームに保健師1人を派遣

派遣までの経緯



能登町人口 15,258人
高齢化率 51.4％

※令和3年10月1日現在

能登町は珠洲市に次いで
高齢化率が高い

【課題】

○移動に時間を要すること

○派遣先の被災状況から

派遣職員の安全性と健康面

を考慮

○災害派遣活動の経験者が

少ない中で派遣チームを編成

能登町役場

派遣における課題



派遣期間：令和6年1月6日～ 3月23日（予定）

班 構 成：1班 4人（ロジ2人 専門職2人） 4泊5日

合計 34班 延べ136人

内 訳：ロジ 68人 保健師 63人

歯科医師1人 歯科衛生士2人 管理栄養士2人

活動日数：78日

派遣期間・人員



能登町の被害状況（令和6年1月27日時点）
※石川県公表資料より引用

震度6強の地震
死者8人、負傷者35人、住宅被害多数
避難所 50箇所開設 1,049人が避難

能登町被災状況



リエゾン

保健活動
応援自治体

トイレトレーラー・ぐんまちゃんが大活躍

能登町 派遣行政

石川県保健所

福島県・島根県・山口県

堺市・大阪市・奈良県



避難所の状況把握、
医療的ニーズの把握活動目標

医療的ニーズの把握
個別支援者の抽出（福祉・介護）
健康被害予防のための保健指導

避難所（小中学校、公民館、
集会所等）

巡回先 避難所
在宅避難者個別訪問開始

避難者の健康観察、体調不良者の把
握、感染予防策の助言、内服薬の不足
の有無の把握

活動内容
活動開始時からの避難所への支援の継続
在宅避難者：75歳以上独居高齢者宅への訪問
1.5次避難所の説明

発災約3週間経過後からの活動

1月9日時点
避難所 32箇所

避難所数
(堺市担当 能都地区)

1月26日時点
避難所 10箇所

避難所でのラジオ体操 在宅避難者への訪問 訪問時に使用する手紙

派遣期間 1月22日～26日の活動

支援開始当初の活動



●避難所に段ボールベッドの配備が始まる
●断水の復旧が始まる
●病院・クリニックの診療を制限して診察が再開
●応援保健師による75歳以上の独居高齢者宅への訪問開始

それまでは①85歳以上・要介護・身体障がい者の独居 ②85歳以上・要介護の独居

③85歳以上独居の順に状況確認が実施されていた

1月22日時点の変化



活動方針

目 的

目 標

1月22日時点の活動方針

医療的ニーズの抽出
個別支援者の抽出（福祉・介護）
1.5次避難所の説明

災害関連死を防ぐ
二次健康被害を最小化する

関連死・感染症・生活不活発病の予防



発災による健康支援活動と平時の保健活動が並行している

高血圧
孤立
高齢者

胃全摘感染症 要介護

糖尿病
認知症
疑い

精神 口腔

健康課題への支援活動



医療的ニーズの把握
健康被害予防のための保健指導
要配慮在宅避難者実態把握

活動目標
健康維持・管理方法指導
健康被害予防のための保健指導

避難所
在宅避難者個別訪問 継続

巡回先 避難所
在宅避難者個別訪問 継続

健康状態確認、慢性疾患管理指導
在宅避難75歳以上高齢者 全数把握活動内容 避難所から在宅移行者の健康管理指導

在宅避難75歳以上高齢者不在者訪問

発災約8週間経過後からの活動

２月6日時点
避難所 10箇所

避難所数
(堺市担当 能都地区)

2月27日時点
避難所 13箇所

避難所での口腔ケアグッズ 在宅避難者への訪問

発災約5週間経過後の活動

派遣期間 2月5日～29日の活動

能登町職員との情報共有



医療ニーズや福祉ニーズの把握、2次健康被害の予防、
健康維持・管理方法の指導、感染症対策、メンタルヘル
ス等 フェーズに応じた健康課題に対応する

健康課題の変遷

自主避難所への訪問 避難所での健康観察 仕切りが設置された避難所

健康課題の変遷と役割

把握したニーズや課題を次の派遣職員や現地の職員
（DHEATや町職員）に共有し、解決に結びつける継続した支援



〇保健活動に注力できたのは
・ロジによるサポート
・庁内チャットによるタイムリーな連絡体制

〇過度な不安を抱かず活動を行えたのは
・事前オリエンテーション、庁内チャットによる現地派遣
職員からのリアルタイムな活動共有

・課内での先発職員からの活動報告、取組イメージ想定
・派遣前および現地での引継ぎ時間の確保
・堺市作成「大規模災害における保健師の活動マニュアル」
・派遣中の業務等フォロー体制
・平時から地区担当制を基本に行う地域活動が活かされた

日常業務からつながる災害時保健活動



〇平時から取り組むべきこと

・地区担当制を活かした有事の
備えの展開（地区組織と連携、
キーパーソンの把握、避難行
動要支援者を含めた住民の防
災意識の向上）

・福祉、医療分野などをはじめ、
他部局、民間事業所など他機
関との発災時における対応の
共有及び連携体制の構築

・アクションカードを活用した
発災時のシミュレーション

読売新聞 R6.2.4

日常業務からつながる災害時保健活動



14

能登町役場エントランスに掲げられた特大シンボル


